
事業番号 174
　　　　　　　　　　　　　平成２３年行政事業レビューシート　　　　(外務省)

事業名 ＩＴ広報システムの運営・維持管理費 担当部局庁 外務報道官組織 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成１９年度 担当課室 国内広報課ＩＴ広報室 室長　大野　秀記

会計区分 一般会計 施策名 Ⅲ－２　報道対策、国内広報、ＩＴ広報

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条

関係する計画、
通知等

ー

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

　国内外の幅広いインターネット利用者層を対象として、ホームページを通じ、我が国の外交政策、国際情勢及び国際問題等に関する情報の
発信を行い、我が国の外交活動に関する理解促進を図る。そのために必要なシステムの運営・維持管理を行う。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　　平成19年度に、従来9カ所（注１）に分かれていた外務省のウェブ・サイトについて経費面やセキュリティ面の効率化を図るためこれらをまと
めた「統合Ｗｅｂ環境」を構築。その後、平成21年度後半にＣＭＳ（コンテンツ・マネジメント・システム：ホームページの掲載・更新を外部委託によ
らず、職員が自前で行える仕組み）を「統合Ｗｅｂ環境」に導入。平成22年度末にはこれまで未統合だった海外安全ホームページのシステム統
合を実施した。本件は主としてこの「統合Ｗｅｂ環境」の運営・維持管理を行うためのもの（なお、小規模ではあるが､「統合Ｗｅｂ環境」を経由せ
ず、インターネットを利用するための回線のプロバイダ契約､回線使用料等も含む）。
　（注１）：9カ所の内訳
　　①外務省ホームページ日本語版､②同英語版､③在外公館ホームページ､④Ｗｅｂ　Ｊａｐａｎ､⑤ＯＤＡホームページ､⑥国際機関人事セン
ター､⑦留学交流システム､　⑧外交記録公開､⑨広報活動用サイト

実施方法 □直接実施　　　　　　　■業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

20年度 21年度 22年度 23年度

ー ー ー

計

24年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 151 128 155 182 174

補正予算 ー

繰越し等 ー ー ー ー

151 128 155 182 174

執行額 128 128 155

執行率（％） 84.9 100.1 99.9

単位 20年度 21年度
目標値

（23年度）
成果指標

成果目標及び

22年度

％ 109 107

（23年度）

　アクセス数（ページビュー）
　外務省ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ（日本語版・英語版）、在外公館ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ、
Web Japanのアクセス数の合計(達成度は3億ページビューに対す
る割合）

成果実績 万件 3億2595万件 3億2184万件 3億1519万件 3億3000万件

達成度

―

- (8,760) (8,760) (8760)

23年度活動見込20年度 21年度 22年度

8,752 8,754

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

105

活動指標 単位

活動実績

（当初見込
み）

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

算出根拠

（１）平成22年度執行額155百万円　／　3億1519万ﾍﾟｰｼﾞﾋﾞｭｰ
=0.49円/ﾍﾟｰｼﾞﾋﾞｭｰ

（２）平成22年度執行額327百万円　／　3億1519万ﾍﾟｰｼﾞﾋﾞｭｰ
=1.04円/ﾍﾟｰｼﾞﾋﾞｭｰ

「ＣＭＳ環境」
運用・保守

　一般公開機能稼働時間
　1日24時間365日（8,760時間）を公開目標。

費　目 23年度当初予算 24年度要求 主な増減理由

時間
-

「統合Ｗｅｂ環境」
運営・維持管理

127,171 127,171

26,993 26,993

単位当たり
コスト

（１）本事業のみ　0.49（円／ﾍﾟｰｼﾞﾋﾞｭｰ）

（２）IT広報全体　1.04（円／ﾍﾟｰｼﾞﾋﾞｭｰ）
IT広報全体とは、下記5事業の合計

①IT広報システムの運営・維持管理費（本事業）
②ホームページコンテンツの運営費
③外務省・在外公館ホームページ作成支援費
④IT広報業務の業務・システム最適化
⑤インターネットでの情報発信事業

「海外安全ホーム
ページ」保守

21,773 8,797

「回線強化
（含ｾｷｭﾘﾃｨ対策)｣

6,463 8,456

182,400 173,907

動画配信サーバ 0 2,490

平
成
2
3
・
2
4
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

計



事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 特記事項

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

ー 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

ー 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

ー 類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっているか

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

「統合Ｗｅｂ環境」及び「ＣＭＳ」は、国庫債務負担行為の活用による平成24年度末までの複数年契約としているところ、現行契約の終了する
平成24年度末をめざし、新「統合Ｗｅｂ環境」の導入を検討する。
新「統合Ｗｅｂ環境」の構築にあたっては、最新技術を取り入れオープンガバメントとしての機能強化を念頭におきつつ、更なる低コスト化を
図っていく。

予算監視・効率化チームの所見

一
部
改
善

　事業見直し、単価見直しによる減

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

　縮減（事業見直し、単価見直しによる減）

補記　（過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

　平成21年度の事業仕分け第１弾においては、本事業を含む「広報に要する経費」（事業番号２－５２）全般が仕分け対象となり、「広報に要する経
費」全般として「予算要求の縮減（２～３割を縮減）」との評価となった。
　上述のとおり、平成22年度は海外安全ホームページの統合を果たし（「ＩＴ広報業務の業務・システム最適化」の項参照）、今後更に効率的なシステ
ム運営・維持管理を目指す。



資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）（単

位：百万円）

Ａ．(株)インテック

20百万円

Ｂ．ＮＥＣｷｬﾋﾟﾀﾙｿ

ﾘｭｰｼｮﾝ(株)
59百万円

Ｃ．ＮＴＴコミュニケー

ションズ（株）

5百万円

Ｄ．ＮＥＣ(株)

70百万円

外務省

155百万円

｢統合Ｗｅｂ環境｣の

データセンター管理・

運用

・｢統合Ｗｅｂ環境｣の

ﾊｰﾄﾞｳｪｱ･ｿﾌﾄｳｪｱの

賃貸借･保守

・ＣＭＳｿﾌﾄｳｪｱ賃貸

借･保守

・｢統合Ｗｅｂ環境｣の

ﾈｯﾄﾜｰｸ回線の管理

・ﾈｯﾄﾜｰｸ補助（ﾄﾞﾒｲﾝ

管理、ｾｶﾝﾀﾞﾘDNS管
理）

Ｇ．ＮＥＣビッグＦ．ＮＴＴ東日本(株）

【初年度企画競争に基

づく随意契約】

国庫債務負担行為案件

【下記１．参照】

国庫債務負担行為案件
【初年度一般競争入札に

基づく随意契約】

国庫債務負担行為案件

【下記２．参照】

国庫債務負担行為案件

･｢統合Ｗｅｂ環境｣の運

用･保守

･｢ＣＭＳ環境｣運用･保守

【競争性のない随意契約】【競争性のない随意契約】

ＩＴ広報システムの運

営・維持管理

注１:
｢統合Ｗｅｂ環境｣のﾊｰﾄﾞｳｪ

ｱ･ｿﾌﾄｳｪｱの賃貸借･保守

【初年度一般競争入札に

基づく随意契約】

ＣＭＳｿﾌﾄｳｪｱ賃貸借･保守

【初年度一般競争入札によ

る契約】

注２:
｢統合Ｗｅｂ環境｣の運用･保守

【初年度企画競争に基づく随

意契約】

「ＣＭＳ環境」運用・保守

【初年度一般競争入札による

契約】

【競争性のない随意契約】

Ｅ．ソフトバンクＢＢ

Ａ．(株)インテック

20百万円

Ｂ．ＮＥＣｷｬﾋﾟﾀﾙｿ

ﾘｭｰｼｮﾝ(株)
59百万円

Ｃ．ＮＴＴコミュニケー

ションズ（株）

5百万円

Ｄ．ＮＥＣ(株)

70百万円

外務省

155百万円

｢統合Ｗｅｂ環境｣の

データセンター管理・

運用

・｢統合Ｗｅｂ環境｣の

ﾊｰﾄﾞｳｪｱ･ｿﾌﾄｳｪｱの

賃貸借･保守

・ＣＭＳｿﾌﾄｳｪｱ賃貸

借･保守

・｢統合Ｗｅｂ環境｣の

ﾈｯﾄﾜｰｸ回線の管理

・ﾈｯﾄﾜｰｸ補助（ﾄﾞﾒｲﾝ

管理、ｾｶﾝﾀﾞﾘDNS管
理）

Ｇ．ＮＥＣビッグ

ローブ(株)
0.2百万円

Ｆ．ＮＴＴ東日本(株）

0.1百万円

【初年度企画競争に基

づく随意契約】

国庫債務負担行為案件

【下記１．参照】

国庫債務負担行為案件
【初年度一般競争入札に

基づく随意契約】

国庫債務負担行為案件

【下記２．参照】

国庫債務負担行為案件

･｢統合Ｗｅｂ環境｣の運

用･保守

･｢ＣＭＳ環境｣運用･保守

【競争性のない随意契約】【競争性のない随意契約】

インターネット外部回

線提供業務

インターネットプロバイダ

業務

ＩＴ広報システムの運

営・維持管理

注１:
｢統合Ｗｅｂ環境｣のﾊｰﾄﾞｳｪ

ｱ･ｿﾌﾄｳｪｱの賃貸借･保守

【初年度一般競争入札に

基づく随意契約】

ＣＭＳｿﾌﾄｳｪｱ賃貸借･保守

【初年度一般競争入札によ

る契約】

注２:
｢統合Ｗｅｂ環境｣の運用･保守

【初年度企画競争に基づく随

意契約】

「ＣＭＳ環境」運用・保守

【初年度一般競争入札による

契約】

【競争性のない随意契約】

Ｅ．ソフトバンクＢＢ

(株）

0.1百万円

インターネット外部回

線提供業務



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.（株）インテック E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

事業費 データセンターの管理・運用 20

計 20 計 0

B.ＮＥＣキャピタルソリューション（株） F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

借料 「統合Ｗｅｂ環境」ハードウェア・ソフト
ウェア借料

30

人件費 「統合Ｗｅｂ環境」ハードウェア・ソフト
ウェア保守料

18

借料等 ＣＭＳソフトウェアのライセンス料 11

計 59 計 0

C.ＮＴＴコミュニケーションズ（株） G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）(百万円） (百万円）

借料等 回線借料（使用料）等 5

計 5 計 0

D.ＮＥＣ（株） H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

人件費等 「統合Ｗｅｂ環境」運用・保守 40

人件費等 「ＣＭＳ環境」運用・保守 17

その他 統合Ｗｅｂ環境構築 13

計 70 計 0



支出先上位１０者リスト
A. インテック（株）

Ｂ． ＮＥＣキャピタルソリューション（株）

Ｃ． ＮＴＴコミュニケーションズ（株）

Ｄ． ＮＥＣ（株）

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 インテック（株）（注） 「統合Ｗｅｂ環境」データセンターの管理・運用 20 4 企画競争

2

3

4

2 ＮＥＣ（株）（注） 「ＣＭＳ環境」運用・保守 17 6 99.9

1 ＮＥＣ（株）（注） 「統合Ｗｅｂ環境」運用・保守 53 1 企画競争

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

4

3

5 5 17.1

2 NTTコミュニケーションズ（株） ネットワーク補助（ドメイン管理、セカンダリDNS管理） 0.1 ー ー

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 ＮＴＴコミュニケーションズ（株）（注） 「統合Ｗｅｂ環境」ネットワーク回線の管理

4

3

2 ＮＥＣキャピタルソリューション（株）（注） ＣＭＳソフトウェア賃貸借・保守 11 1 71.7

1 ＮＥＣキャピタルソリューション（株）（注） 「統合Ｗｅｂ環境」ハードウェア・ソフトウェア賃貸借・保守 48 1 78.6

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

Ｅ． ソフトバンクＢＢ（株）

Ｆ． ＮＴＴ東日本（株）

G． ＮＥＣビッグローブ（株）

2

1 ソフトバンクＢＢ（株） インターネット外部回線提供 0.1 ー ー

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

4

3

2 ＮＥＣ（株）（注） 「ＣＭＳ環境」運用・保守 17 6 99.9

（注）国庫債務負担行為による複数年契約であり、入札者数・落札率は初年度の業者選定時の実績を示す。

3

4

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 ＮＴＴ東日本（株） インターネット外部回線提供 0.1 ー ー

2

3

4

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 ＮＥＣビッグローブ（株） インターネットプロバイダ業務 0.2 ー ー

2

3

4


